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BIS 国際銀行統計は、国際的に活動する銀行を通じた資金移動や与信動向を把握するため、BIS と各国

中央銀行が作成する統計である。そのうち、日本銀行が BISへ報告する本邦の計数には、銀行が委託者

から信託をうけて資金の管理・運用を行う信託勘定の計数が含まれており、信託勘定の計数が含まれな

い他の主要国籍銀行の結果と比較する際にはこの点に留意する必要がある。そこで本稿では、信託勘定

の計数を含まない本邦の計数を推計した上で、主要国籍銀行との比較を試みた。その結果、邦銀は近年、

国際与信を拡大させているものの、他の主要国籍銀行との比較では、国際与信残高の対総資産残高比率

はそれほど高くないこと、国際与信に占める米国向け与信の割合が高く、それに伴って通貨別では米ド

ル建ての割合の高いことが確認できた。 

はじめに1 

BIS 国際銀行統計は、国際的に活動する銀行を

通じた資金の動きや与信動向を包括的に把握す

るため、国際決済銀行（Bank for International 
Settlements <以下、BIS>）が、各国中央銀行の協

力を得て作成・公表2しているグローバル・ベース

の統計である。日本銀行では、日本に所在する報

告対象銀行の計数を四半期毎に BIS に報告し、同

統計の作成に協力しているほか、独自に取り纏め、

日本分集計結果（和・英）として公表3している。

同統計は、各報告国に所在する銀行の対外債権・

債務の動きを取りまとめた国際資金取引統計

（Locational Banking Statistics<以下、LBS>）と、

各報告国に本店を持つ銀行の国際的な与信状況

を取りまとめた国際与信統計（Consolidated 
Banking Statistics<以下、CBS>）の 2 つの統計で構

成されている。両統計を用いることで国・地域別、

通貨別、取引部門別など、資金の動きについて詳

細な把握が可能となることから、国際金融に関す

る様々な分析に用いられている。 

銀行を通じた資金の取引は、銀行自身の資金の

運用、調達等にかかる銀行勘定と、委託者から信

託をうけて資金の管理・運用を行う信託勘定のい

ずれかに計上される。BIS 国際銀行統計では、信 

託勘定の計数の取扱いが国によって異なってお

り、主要国を含む多くの国が銀行勘定のみの計数

を報告している一方で、本邦のように、銀行勘定

に加えて信託勘定の計数を含んだ計数（以下、銀

信合算）を BIS へ報告している国も少なからず存

在する4。従って、本邦の計数は、統計でカバーさ

れる資金取引の範囲が広く、広い意味での銀行部

門を通じた国際的な資金移動や与信の把握が可

能であるものの、結果の国際比較はカバーされる

取引の範囲の差を踏まえて行う必要がある。 

この点に関し、現在は、報告計数の内訳区分の

関係上、信託勘定を除いた銀行勘定のみの統計を

作成し国際比較を行うことは出来ない。そこで、

本稿では、BIS 国際銀行統計について、銀行勘定

ベースでの国際比較を行うため、日本分集計結果

について、一定の仮定のもとで銀行勘定と信託勘

定に分離した計数を推計することを試みる。その

うえで、推計した銀行勘定の計数を用いて、主要

国籍銀行の計数との比較を行い、邦銀の銀行勘定

を通じた国際的な資金移動や与信動向にかかる

特徴点を整理する。 

銀行勘定、信託勘定の計数の推計 

LBS の対外債権については、邦銀では有価証券

銀行勘定の推計値を用いた BIS国際銀行統計の国際比較 
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が 7割強を占めている（74％＜2018年 6月末＞）。

また、有価証券については、統計作成上、個々の

報告対象銀行について、国別や部門別の内訳は取

得できないものの、銀行勘定、信託勘定別の合計

値であれば計数の把握が可能である。そこで、本

統計の報告対象銀行5を信託銀行とそれ以外の銀

行に分けて集計すると、信託銀行では対外債権の

9 割強（18 年 6 月末）を信託勘定分の有価証券が

占める一方で、それ以外の銀行では、この割合は

ほぼゼロであった。このように、信託銀行の計数

の殆どを信託勘定の計数が占めるとみられる一

方、それ以外の銀行の計数は、殆どが銀行勘定の

計数とみられる（図表 1）。そこで、本稿では、信

託銀行からの報告計数を「信託勘定」の推計値と

して、それ以外の報告対象銀行からの計数を「銀

行勘定」の推計値として用いることとする6。 

 

 

 

 

 

 

上記で定義した銀行勘定、信託勘定別の計数を

用いて、LBS の対外債権・債務をみると（図表 2）、
対外債権では半分程度が信託勘定となっている

一方で、対外債務については銀行勘定が大宗を占

めている。これは、信託勘定においては、報告対

象銀行が年金基金や投資信託等の国内の投資家

から円貨で信託を受け（円建て居住者向け債務で

あるため、LBS の対象外）、海外資産への投資を

行う（非居住者向け債権であるため、LBS の対象）

ものの割合が多く、統計上、信託勘定の対外債務

残高が対外債権残高と比べて小さくなっている

ものと考えられる7。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、CBS の国際与信残高をクロスボーダー与

信と海外拠点による現地向け与信に分けてみる

と、信託勘定では、有価証券投資を中心とする本

邦拠点からのクロスボーダー与信がほとんどと

なっている一方で（図表 3）、銀行勘定についてみ

ると、海外拠点による与信活動の拡大を映じる形

で、クロスボーダー与信の割合は 6 割弱に留まっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

邦銀の銀行勘定の計数を用いた国際比較 

前述の方法で推計した本邦の銀行勘定の計数

を用いて、銀行勘定の計数を報告している主要国

籍銀行の計数との比較を行いつつ、邦銀の国際与

信の状況を概観する。 

まず、CBS の国際与信残高をみると、近年、他

の主要国籍銀行の残高は、横ばいないし減少して

いる国が多い一方で、邦銀の残高は大きく増加し
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【図表 2】邦銀の対外債権・債務残高（LBS） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（注）為替調整済（為替変動の影響を調整するため、米ドル以外の
主要通貨建て残高<日本円、ユーロ、英ポンド、スイスフラ
ン>について、2017 年末の為替レートを基準に米ドルに換

算）。 
（出所）日本銀行 
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【図表 3】邦銀の国際与信残高（CBS） 

＜信託勘定＞      ＜銀行勘定＞ 

 

 

 

 

 
 

 

（注）1. 各年末時点。2018 年は 6 月末。 
      2. 最終リスクベース。 
（出所）日本銀行 

【図表 1】報告対象銀行の計数のイメージ 
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ており、18 年 3 月末時点で 2.2 兆ドルとなり、そ

の世界全体に占めるシェアは、英、米、仏に次い

で世界 4 位（9％）となっている（図表 4、5）。も
っとも、総資産に占める国際与信残高の割合をみ

ると（図表 6）、邦銀は 17％（18 年 3 月末）と主

要国籍銀行の銀行部門では最も低い水準となっ

ており、銀行部門の規模対比でみた対外資産の比

率は国際的にみて高くないことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて、国際与信残高を向け先国別にみると

（図表 7）、邦銀は、国際与信残高のうち、米国向

けの与信、例えば、米国債や現地企業への貸出等

が半分程度を占める点が特徴である。他の主要国

籍銀行をみると、英銀は米国向けや欧州主要国向

けのほか、香港・中国向け、米銀は英国・日本向

けのほかケイマン諸島向け、仏・独銀は米国向け

のほかユーロエリア向け、西銀はラ米・カリブ海

諸国向けの割合が高いことが特徴である。なお、

自国通貨以外の国に対する与信をみる観点から、

仏・独・西銀について、ユーロエリア向けを除い

てみると、仏・独銀については、それぞれ米国向

けの割合は、27％、31％となる。また、西銀につ

いては、英国向けが 32％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

LBS と CBS を用いて、対外債権（連結ベース）

の通貨別構成の推計値を算出すると8（図表 8）、
邦銀は、米国向けの与信の割合が高いことを反映

し、通貨別でみても米ドルの割合が高く、6 割程

度が米ドル建て債権であることが分かる。他の主

要国籍銀行をみると、仏・独銀については、ユー

ロ建てが中心である。西銀は、その他通貨のウエ

イトが高いが、これは、主な与信先であるラ米・

カリブ海諸国の現地通貨とみられる。この点、

仏・独・西銀について、自国通貨以外で保有する

債権の状況をみる観点から、ユーロ建てを除いて

みると、米ドルの割合は、それぞれ、54％、63％、

28％となる。 

 

【図表 4】主要国籍銀行の国際与信残高（CBS） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（注）最終リスクベース。 
（出所）日本銀行、BIS 
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【図表 5】国際与信残高の世界シェア（CBS） 
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（注）1. 各年 3 月末時点。 
2. 最終リスクベース。 

（出所）日本銀行、BIS 
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【図表 6】主要国籍銀行の国際与信残高比率（CBS） 

 

 

 

 

 

 
 
（注）1. 2018 年 3 月末時点。 
      2. 国際与信残高は、最終リスクベース。 
（出所）日本銀行、BIS 

 

国際与信残高
（億ドル）
（A）

総資産
（億ドル）
（B）

国際与信残高比率
（A／B）

日 22,461 134,848 17%

英 35,729 74,779 48%

西 17,872 41,826 43%

仏 30,826 81,859 38%

独 20,399 86,518 24%

米 34,507 150,572 23%

【図表 7】国際与信残高の向け先国・地域別構成

（CBS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
（注）1. 2018 年 3 月末時点。 
      2. 最終リスクベース。 
   3. 「アジア・太平洋」、「ラ米・カリブ海諸国」は、同地域に

所在する発展途上国のみを対象とする。 
（出所）日本銀行、BIS 
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最後に、米ドルの調達面について考察する。BIS
国際銀行統計を用いた分析として、米ドル調達に

おけるクロスカレンシー調達額（為替スワップ・

通貨スワップによる調達額）を算出する際に、「米

ドル建て資産と米ドル建て債務の乖離幅」を代理

変数として用いる場合がある。しかし、信託勘定

については、年金等の機関投資家が、円を売って

外貨を買い、その外貨で海外の有価証券へ投資す

るなど、銀行自身が為替スワップ・通貨スワップ

を用いて外貨を調達していない取引が多く含ま

れている。したがって、こうした信託勘定の取引

を含む銀信合算の計数を用いて算出される邦銀

の対外債権・債務残高の差を、邦銀のクロスカレ

ンシー調達額の代理変数として利用する場合、実

態よりも大きい計数となっている可能性がある9

（図表 9）。 

 

 

 

 

 

 

そこで、クロスカレンシー調達額の動向をみる

ために、銀信合算の計数に替えて、本稿で推計し

た銀行勘定の計数を用いて、主要国籍銀行の米ド

ル建て対外債権に占める米ドル建て対外債権・債

務残高の差の割合を算出した10（図表 10）。これを

みると、邦銀は、銀信合算の計数と比べて大幅に

低下し、国際的に極端に高いわけではないほか、

時系列的にみると、おおむね横ばいで推移してい

る11。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おわりに 

BIS 国際銀行統計は、国際的に活動する銀行を

通じた資金移動や与信動向を把握するための、基

礎的な統計である。同統計では、信託勘定の計数

の取扱いが国によって異なっており、本邦が銀行

勘定と信託勘定を合わせた計数を報告している

一方で、他の主要報告国は信託勘定を含めず銀行

勘定のみの計数を報告している。このため、本統

計を用いた国際比較をする際には、カバーされて

いる取引の範囲の差を踏まえて行う必要がある。

そこで本稿では、BIS 国際銀行統計の邦銀の結果

を信託銀行の計数とそれ以外に分け、後者を邦銀

全体の銀行勘定の推計値として国際比較を行う

ことを試みた。 

この推計値を用いて邦銀の国際与信の状況を

みると、近年、邦銀は国際与信を拡大させてはい

るものの、銀行部門の総資産に対する国際与信残

高の比率は、他の主要国籍銀行の銀行ほどは高く

ない。また、邦銀は国際与信残高の半分程度が米

国向けであり、通貨も米ドル建ての割合の高いこ

とが特徴である。また、米ドルの調達面に関して、

BIS 国際銀行統計を用いて、クロスカレンシー調

達額の動向を確認するために、各国銀行部門の米

ドル建て対外債権に占める米ドル建て対外債

権・債務残高の差の割合を確認した。それによる

と、邦銀の割合は、銀信合算の計数と比べて大幅

【図表 9】対外債権・債務残高の差とクロスカレ

ンシー調達額の関係 

 

 

 

【図表 8】対外債権の通貨別構成（LBS、CBS） 

 

 

 

 

 

 

 
    
 
 
   
 

（注）1. 2018 年 3 月末時点。 
      2. 独銀の円建て債権は、「その他通貨」に含まれる。 

3. 「その他通貨」には分類不能通貨も含まれる。 
（出所）日本銀行、BIS 
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【図表 10】米ドル建て対外債権に占める米ドル建

て対外債権・債務残高の差の割合 

 

 

 

 
 

 

 
 
 

（注）後方 4 四半期移動平均。 
（出所）日本銀行、BIS 
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に低下し、国際的に極端に高いわけではないほか、

時系列的にみると、おおむね横ばいで推移してい

る。 

BIS および各国中央銀行は、国際的な金融危機

などの経験も踏まえながら、BIS 国際銀行統計の

拡充を進めてきた。特に近年、対外債権の拡大す

る邦銀については、これまでの銀行部門を通じた

国際的な資金移動や与信の動向について、内訳も

含めて定量的な評価を可能とする同統計の重要

度は増していると考えられる。日本銀行としては、

引き続き、報告者負担等にも配慮しつつ、BIS と

協働して統計の必要な整備・拡充に努めるととも

に、日本分集計結果の利便性や有用性の向上に取

り組んでいく所存である。 
                                                        

* 現・調査統計局。 
1 BIS 国際銀行統計の過去の見直しや統計の概要等については、
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